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労働安全衛生法違反の疑いで書類送検 
～ 高さ１．５メートルをこえる箇所で昇降するための設備等を設けず作業を行わせた疑い、 

スレート屋根で踏み抜き防止措置を行わず作業をさせた疑い ～ 

 

令和６年９月 13 日、大阪南労働基準監督署（署長伊地知康）は、下記のとお

り、有限会社アークス及び同社現場代理人並びに個人事業主を労働安全衛生法違

反の疑いで、大阪地方検察庁に書類送検しました。 

記 

１ 被疑者 

（１）有限会社アークス（以下「被疑会社」という。） 

所在地  京都府京田辺市 

事業内容 建設工事業 

（２）同社現場代理人Ａ（以下「被疑者Ａ」という。） 

（３）個人事業主Ｂ（以下「被疑者Ｂ」という。） 

 

２ 違反条文等 

（１）被疑会社及び被疑者Ａについて 

労働安全衛生法違反 

同法第３１条第１項 

労働安全衛生規則第６５３条第２項 

同法第３６条 

同法第１１９条第 1号（罰則） 

同法第１２２条（両罰） 

     労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律第４５条第３項 

（２）被疑者Ｂについて 

労働安全衛生法違反 

同法第２１条第２項 

労働安全衛生規則第５２４条 

同規則第５２６条第１項 

大阪南労働基準監督署発表 

令和６年９月 13 日 
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同法第２７条第１項 

同法第１１９条第 1号（罰則） 

      労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関す

る法律第４５条第３項 

 

３ 事件の概要 

（１）被疑者Ａは、令和５年６月６日、被疑会社が行う大阪市西成区津守所

在の建設現場（以下「本件現場」という。）において、高さ１．５メー

トルを超える箇所に労働者が安全に昇降するための設備等を設けること

なく被疑会社の労働者Ｃに作業を行わせた疑い。 

（２）被疑者Ｂは、本件現場において、 

ア スレート屋根上で作業を行わせるに際し、墜落防止措置を講じなか

った疑い。 

イ 高さ１．５メートルを超える箇所に労働者が安全に昇降するための

設備等を設けることなく労働者Ｃに作業を行わせた疑い。 

 

４ 参考事項 

（１）令和５年６月６日、本件現場において、労働者Ｃが高さ約５.５メート

ルのスレート屋根から墜落して死亡する労働災害が発生している。 

（２）適用法条文は別紙のとおり。 
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別紙 

適用法条文 

労働安全衛生法 

 

（事業者の講ずべき措置等） 

第二十一条 

（第１項略） 

２ 事業者は、労働者が墜落するおそれのある場所、土砂等が崩壊するおそれ

のある場所等に係る危険を防止するため必要な措置を講じなければならな

い。 

 

(労働者の遵守事項) 
第二十七条 第二十条から第二十五条まで及び第二十五条の二第一項の規定

により事業者が講ずべき措置及び前条の規定により労働者が守らなければな

らない事項は、厚生労働省令で定める。 

（第２項略） 

 

 

（注文者の講ずべき措置） 

第三十一条 特定事業の仕事を自ら行う注文者は、建設物、設備又は原材料

（以下「建設物等」という。）を、当該仕事を行う場所においてその請負人（当該

仕事が数次の請負契約によつて行われるときは、当該請負人の請負契約の

後次のすべての請負契約の当事者である請負人を含む。第三十一条の四に

おいて同じ。）の労働者に使用させるときは、当該建設物等について、当該労

働者の労働災害を防止するため必要な措置を講じなければならない。 

（第２項略） 

 

 

（厚生労働省令への委任） 

第三十六条 第三十条第一項若しくは第四項、第三十条の二第一項若しくは第

四項、第三十条の三第一項若しくは第四項、第三十一条第一項、第三十一条

の二、第三十二条第一項から第五項まで、第三十三条第一項若しくは第二項

又は第三十四条の規定によりこれらの規定に定める者が講ずべき措置及び

第三十二条第六項又は第三十三条第三項の規定によりこれらの規定に定め

る者が守らなければならない事項は、厚生労働省令で定める。 

 

 

（罰則） 

第百十九条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は五十

万円以下の罰金に処する。 

一 第十四条、第二十条から第二十五条まで、第二十五条の二第一項、第三十

条の三第一項若しくは第四項、第三十一条第一項、第三十一条の二、第三十

三条第一項若しくは第二項、第三十四条、第三十五条、第三十八条第一項、
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第四十条第一項、第四十二条、第四十三条、第四十四条第六項、第四十四

条の二第七項、第五十六条第三項若しくは第四項、第五十七条の四第五項、

第五十七条の五第五項、第五十九条第三項、第六十一条第一項、第六十五

条第一項、第六十五条の四、第六十八条、第八十九条第五項（第八十九条の

二第二項において準用する場合を含む。）、第九十七条第二項、第百五条又

は第百八条の二第四項の規定に違反した者 

（第２号以下略） 

 

 

（両罰） 

第百二十二条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の

従業者が、その法人又は人の業務に関して、第百十六条、第百十七条、第百

十九条又は第百二十条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その

法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

 

 

 

労働安全衛生規則 

 (スレート等の屋根上の危険の防止) 

第五百二十四条  事業者は、スレート、木毛板等の材料でふかれた屋根の   

上で作業を行なう場合において、踏み抜きにより労働者に危険を及ぼすおそれ

のあるときは、幅が三十センチメートル以上の歩み板を設け、防網を張る等踏み

抜きによる労働者の危険を防止するための措置を講じなければならない。 
 

 

（昇降するための設備の設置等） 

第五百二十六条 事業者は、高さ又は深さが一・五メートルをこえる箇所で作業

を行なうときは、当該作業に従事する労働者が安全に昇降するための設備等

を設けなければならない。ただし、安全に昇降するための設備等を設けること

が作業の性質上著しく困難なときは、この限りでない。 

（第２項略） 

 

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する

法律 
(労働安全衛生法の適用に関する特例等) 

第四十五条  

（第１項、第２項略） 

3  労働者がその事業における派遣就業のために派遣されている派遣先の事

業に関しては、当該派遣先の事業を行う者を当該派遣中の労働者を使用する

事業者と、当該派遣中の労働者を当該派遣先の事業を行う者に使用される労

働者とみなして、労働安全衛生法第十一条 、第十四条から第十五条の三ま

で、第十七条、第二十条から第二十七条まで、第二十八条の二から第三十条

の三まで、第三十一条の三、第三十六条(同法第三十条第一項 及び第四

項 、第三十条の二第一項及び第四項並びに第三十条の三第一項及び第四

項の規定に係る部分に限る。)、第四十五条(第二項を除く。)、第五十七条の

三から第五十八条まで、第五十九条第三項、第六十条、第六十一条第一項、
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第六十五条から第六十五条の四まで、第六十六条第二項前段及び後段(派遣

先の事業を行う者が同項後段の政令で定める業務に従事させたことのある労

働者(派遣中の労働者を含む。)に係る部分に限る。以下この条において同

じ。)、第三項、第四項(同法第六十六条第二項前段及び後段並びに第三項の

規定に係る部分に限る。以下この条において同じ。)並びに第五項(同法第六

十六条第二項前段及び後段、第三項並びに第四項の規定に係る部分に限

る。以下この条において同じ。)、第六十六条の三(同法第六十六条第二項前

段及び後段、第三項、第四項並びに第五項の規定に係る部分に限る。以下こ

の条において同じ。)、第六十六条の四、第六十六条の八の三、第六十八条、

第六十八条の二、第七十一条の二、第九章第一節並びに第八十八条から第

八十九条の二までの規定並びに当該規定に基づく命令の規定(これらの規定

に係る罰則を含む。)を適用する。この場合において、同法第二十九条第一項

中「この法律又はこれに基づく命令の規定」とあるのは「この法律若しくはこれ

に基づく命令の規定(労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者

の保護等に関する法律(以下「労働者派遣法」という。)第四十五条の規定によ

り適用される場合を含む。)又は同条第十項の規定若しくは同項の規定に基づ

く命令の規定」と、同条第二項中「この法律又はこれに基づく命令の規定」とあ

るのは「この法律若しくはこれに基づく命令の規定(労働者派遣法第四十五条

の規定により適用される場合を含む。)又は同条第十項の規定若しくは同項の

規定に基づく命令の規定」と、同法第三十条第一項第五号及び第八十八条第

六項中「この法律又はこれに基づく命令の規定」とあるのは「この法律又はこ

れに基づく命令の規定(労働者派遣法第四十五条の規定により適用される場

合を含む。)」と、同法第六十六条の四中「第六十六条第一項から第四項まで

若しくは第五項ただし書又は第六十六条の二」とあるのは「第六十六条第二項

前段若しくは後段(派遣先の事業を行う者が同項後段の政令で定める業務に

従事させたことのある労働者(労働者派遣法第四十四条第一項に規定する派

遣中の労働者を含む。)に係る部分に限る。以下この条において同じ。)、第三

項、第四項(第六十六条第二項前段及び後段並びに第三項の規定に係る部

分に限る。以下この条において同じ。)又は第五項ただし書(第六十六条第二

項前段及び後段、第三項並びに第四項の規定に係る部分に限る。)」と、同法

第六十六条の八の三中「第六十六条の八第一項」とあるのは「派遣元の事業

(労働者派遣法第四十四条第三項に規定する派遣元の事業をいう。)の事業者

が、第六十六条の八第一項」とする。 

（第４項以下略） 

 


